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総合計画審議会（令和３年６月 14日開催）での意見概要と 

意見に対する考え方の整理 

 

基本計画の全般的なことについて 

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

用語解説 用語説明等の注釈について

は、それぞれの単語がどのペー

ジに表されているかページ番号

等を表記した方が分かりやすい

のではないか。 

総合計画は、議会の議決事項になるため、議案

の段階でページ数を付すと、レイアウトや印字す

る方法等によりページ数が変わるため、ページ数

は付さず、最終ページに 50 音順に掲載するとこ

とする。 

 

各施策について 

【２】生きる力を育む幼児教育・学校教育の推進 

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

全体 ありたいまちの姿には「やり

たいにつながる多様な学びで

～」とあり、市民一人一人を大

切にしていることが感じられ

るが、施策内容では全体のこと

が記載されており、個人に対し

ての取組や記載が少ないので

はないか。 

 「主体的・対話的で深い学び」、学びのサポータ

ーの活用、１人１台タブレット端末の活用等は、

個人に対する取組である。 

 第３期朝来市教育振興基本計画の基本理念で

ある「ふるさと朝来の未来を担う人づくり」を目

指し、子どもたち一人一人の「生きる力」を育ん

でいく。 

全体 記載順番を①学力、②豊かな

心、③健やかな体となっている

が、まずは、心を育んでから、

学力ではないか。文部科学省の

順番に合わせるのではなく、朝

来市ならではを出しても良い

のではないか。①と②の掲載順

を入れ替えるのが良い。 

教育基本法の第２条にこの順番で規定されて

いることから、この順番で記載する。 
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①イ 「キャリア教育」「授業のユ

ニバーサルデザイン化」とある

が、分かりにくい。用語説明は

あるにせよ、具体例を入れた

り、市民に分かりやすい表現に

改めたりした方が良いのでは

ないか。 

「キャリア教育」「授業のユニバーサルデザイ

ン化」ともに一般語として普及しつつあることか

ら用語解説で対応するが、今後、「学校だより」や

ホームページ等で市民への浸透を図るようにす

る。 

 

①イ 一貫性のある教育では、均一

化の弊害もある事から、個人そ

のものをどう意識するかが重

要ではないか。朝来市で生まれ

た子どもたちがこども園から

小中学校までカルテの様な子

どもの特性が分かるものがあ

ると良い。 

 授業のユニバーサルデザイン化、学びのサポー

ター及び特別支援教育において、個別の教育支援

計画や個別の指導計画を作成し個別対応をして

いる。 

幼小接続の取組でこども園から小学校へ、小中

連携事業で小学校から中学校へ「個に応じた対

応」の引継ぎが行われている。 

①イ ユニバーサルデザイン化は

均一化・バリアフリー化のイメ

ージが先行するが、個別に対応

しているということなのか。 

授業のユニバーサルデザイン化は、インクルー

シブ教育につなげる授業づくりの考え方であり、

児童生徒一人一人の実態把握からスタートして

いる。そして、まずは全体指導を工夫し、それで

も課題を抱えた児童生徒には、学びのサポーター

等による個別対応を行っている。 

＊インクルーシブ教育 

人間の多様性の尊重等を強化し、障害者が精神

的及び身体的な能力等を可能な最大限まで発達

させ、自由な社会に効果的に参加することを可能

にするという目的のもと、障害のある者と障害の

ない者が共に学ぶ仕組み。この考え方が生まれた

背景には、障害者だけに限らずマイノリティを含

むノーマライゼーションの考え方がある。 

①イ 授業のユニバーサルデザイ

ン化のイメージがしづらい。

「自立して社会参加するため

に必要な力」は「主体性をもち、

自己肯定感や自己有用感を高

めること」ではないか。 

工業製品に対する「ユニバーサルデザイン」を

イメージされることが多いことから、授業のユニ

バーサルデザインについてのイメージが難しい

かもしれないが、朝来市教育の柱と位置付けてい

ることから、今後は、様々な場面で広報活動を行

っていきたい。 

①イ 朝来市総合計画には「ユニバ

ーサルデザイン化」という表記

はなくてもよいのでは。 
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①イ 現状と課題で「発達段階を意

識した一貫性のある指導につ

なげていくことが大切」とある

が、これに対して、この事業方

針が適切か。現状と課題と実施

方針が一致するよう説明が必

要ではないか。（現状と課題は

大観での記載となっているが、

事業実施方針は各論的なこと

の記載となっている。） 

発達段階を意識した一貫性のある指導の具体

が授業のユニバーサルデザイン化と位置付けて

いる。 

①ウ 外国語へのふれあい機会と

して ALTを実施方針で挙げられ

ているが、在住外国人との交流

等を取り入れてはどうか。（豊

中市で実施されている。） 

今後、学校運営協議会で在住外国人との交流に

ついて検討していただけるよう、学校に情報提供

し対応してく。 

 

②イ 現状と課題に「地域とつなが

る機会が少ない」とあるのに対

して、事業実施方針がずれてい

るのではないか。地域とつなが

る機会として、もっと市民の参

画に関して記載してはどうか。 

市民や地域の協力を得ながら事業展開をして

いく必要があるため、市民や地域との協力につい

て追記する。 

 

②イ 幼少期から義務教育期間に

おいて、自己肯定感を育むこと

がとても大切なことだと思う

が、その重要性について感じら

れない。現状と課題及び事業実

施方針に記載が必要だと思う。 

自己肯定感や自己有用感を育むことは大切で

あり、事業実施方針に「自己肯定感や自己有用感

を高める」と記載している。 

③イ 「食品ロスに対する意識や

食の安全安心」とあるが、食生

活や食品ロスについて親の知

識・理解力が不足している場合

もある。子どもたちへの啓発も

大切だが、家庭への啓発も必要

なのではないか。 

市民に対する食品ロスへの取組は施策【29】と

連携して取り組んでいきたい。 

役割分担 市民の役割分担として、地域

と関わる機会の創出について

追記してはどうか。 

 市民との役割分担に、地域住民が学校園に関わ

っていただくことを追記する。 
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施策指標 指標全体として個人の成長

や目標が分かりにくい。ありた

いまちの姿に「やりたいにつな

がる」とあるので、「やりたいが

見つかる」ことに対する指標が

あっても良いのではないか。 

「主体的・対話的で深い学び」の実現は、個人

の成長によるものであることから、「主体的・対話

的で深い学び」を明記しているとともに、施策指

標①に「課題の解決に向けて、自分で考え、自分

から取り組む児童生徒の割合」を位置づけてい

る。 

施策指標 ②イで「自己肯定感」「自己有

用感」とあり、日本としては「自

己肯定感」が世界的に低いた

め、朝来市として力を入れてや

っていくというのであれば、施

策指標に自己肯定感・有用感を

含めた方が良いのではないか。

他との比較もできるだろう。 

施策指標②の指標を、自己肯定感に関する指標

として、「自分には、よいところがあると思う」と

答えた児童生徒の割合に変更する。 

施策指標 ②を「自分に良いところがあ

ると思う児童生徒の割合」に変

更してはどうか。市民がどう思

うかよりも、児童生徒がどう変

わったかが成果ではないか。 

 

【３】多様な学びを支える教育・学習環境の整備 

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

全体  「【２】生きる力を育む幼児

教育・学校教育の推進」では地

域教育について記載があった

が、「【３】多様な学びを支える

教育・学習環境の整備」にはな

い。地域教育の体制づくりの記

載があったほうが良いのでは

ないか。相談できる場所として

の一文が入るだけでも大きく

違うと思う。 

地域教育については、施策【２】②豊かな心を

育む教育の推進で取り組むこととしており、施策

【３】は教育・学習環境の整備に関する取組を記

載している。 

①ア 「能力・可能性を最大限に伸

ばす環境整備が課題として挙

げられているが、具体的にはど

の様な内容か。具体的に記載す

る方が分かりやすい。 

学校園での指導体制を充実させること等、具体

例を追記する。 
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①イ  「GIGAスクールサポーター」

等の言葉が分かりにくい。括弧

書きでも良いので、本文中に説

明を記載するのが良いのでは

ないか。 

GIGA スクールサポーターの簡単な説明書きを

追加する。 

①イ オンラインを徹底するなら

家庭環境による子どもたちの

格差ができないよう配慮が必

要ではないか。それに関する記

載があった方が良いのではな

いか。 

ICT 機器を活用した授業等の取組は始まったば

かりであり、まずは研修等により指導力の向上を

図っていくこととしている。 

ICT 機器を使った授業の充実やオンライン学習

環境については、第３次総合計画後期基本計画策

定時に取組の進捗状況を検証しながら検討して

く。 

①エ  「適応指導教室」は学校に戻

すための場所なのか、学校に戻

すことを前提していない場所

なのかによって幸福度や自己

肯定感が変わってくると思う

がどう考えられているのか。用

語解説も追記してほしい。 

学校復帰のみを目的ではなく、児童生徒等の社

会的自立も目的であるため、用語解説を修正す

る。 

①エ 適応指導教室に通えない子

どももいるので、適応指導教室

で終わりではなく、家で勉強し

たり、違う場所に行けたり、次

のステップに進めることも記

載いただけると良いのはない

か。 

「関係機関との連携を密にし、多様で適切な教

育機会の確保」の記載には、適応指導教室に通え

ない児童生徒の教育機会の確保も包含している。 

役割分担 「多様な教育の在り方を認

める柔軟性を持つとともに、

「共に創り上げる」という思い

を持ち、学校園と連携・協力す

ることが望まれます」という表

現では、今の朝来市民が出来て

いない様にとらえられる。表現

の仕方を検討する必要がある

のではないか。 

既に、市民には多様な教育の在り方に対する関

心等を持ち、学校園の活動に協力をいただいてい

るため、市民の役割分担を修正する。 
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施策指標

② 

先生がICT機器を使う事より

も、子どもたちが情報活用能力

をアップさせる方が重要では

ないか。子どもたちの自己判断

でも良いので、子どもたちの情

報活用能力を測る指標がある

といい。 

施策指標②を児童生徒の情報活用能力を図る

指標に修正する。 

 

施策指標

③ 

目標値はもう少し高い方が

良いのではないか。50％くらい

にならないか。 

地元産（農家）野菜は、一般業者のものに比べ

て品質（虫食い、規格の不揃い等）の問題から下

処理に手間を要する場合が多く、過度に使用率を

上げることは安定的な給食提供に支障をきたす

恐れがある。今後、農林振興課と連携し地産地消

の仕組みづくりを構築し、第３次総合計画後期基

本計画において目標値を見直していきたい。 

その他 行政として各学校の先生の

状況等学校現場の実情を把握

し、先生の得意不得意も見極め

て適切に人材配置等の対応が

必要だと思う。 

貴重なご意見として承る。 

その他 子育ては終わったけど子ど

もたちと関わりたい熱意を持

った方を公募するような選定

方法や活動の周知が必要では

ないか。 

既に、学校運営協議会を中心に学校運営に関わ

ることのサポーターを募っている学校もあるが、

今後、学校運営協議会の委員選定に向けて、各学

校に情報提供する。 

その他 フリースクールへの通学の

通学補助を検討していただき

たい。フリースクールを通学と

認められないと定期は発行で

きない。定期が認められると親

は助かる。 

適応指導教室があることから、フリースクール

への通学は個人対応でお願いしたい。 

 

【４】まちにも活きる生涯学習・スポーツの推進 

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

①ア 「参加者に偏りがある」と記

載されているが、知らない人も

多い。情報発信の仕方を考えた

ほうが良いのではないか。 

市民講座の情報発信については、これまでの情

報発信を継続するとともに、SNS 等の活用を充実

させたいと考えている。 
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①ア 「参加者に偏りがある」と記

載されているが、現状維持か参

加者を増やすことのどちらを

目指されているのか。 

参加者増も大事ではあるが、新たな活動のきっ

かけづくりとしての市民活動講座として考えて

いるため、新しい層の参加者を増やす取組を進め

ていきたいと考えている。 

①ア 参加者を増やすためには、市

民ニーズの把握が必要である。

企画は誰が行っているのか。長

野県飯田市の公民館活動が素

晴らしいのは地域の方がアイ

デアを出して活動されている。

市民がアイデアを出して企画

する等も良いのではないか。 

施設に来られた地域の方の声も聞きながら企

画しているが、今後は、より多くの市民の方から

アイデア募集を検討しながら講座の企画を行い、

生涯学習活動が活発になるように進めていきた

いと考えている。 

② e スポーツを検討する必要は

ないか。 

eスポーツのことについては、認識はしている。

今後、調査研究を進めたいと考えている。 

ア  よい図書館だが小学生にと

っては歩いていけない距離で

ある。親が子どもを連れて行き

たいと思う様なイベントや、行

けなくても家で楽しめるオン

ラインイベント、近所に来てく

れる移動図書館等、子どもたち

が身近に本を感じられるよう

な取り組みをしてもらいたい。 

図書館では昨年、読み聞かせ等のオンラインイ

ベントを行っている。今後もオンラインイベント

等に限らず子どもたちが図書に触れる多様な機

会づくりを行っていきたいと考えである。なお、

移動図書館等は、今後、調査研究を進めたいと考

えている 

③ア  市民からの図書購入希望が

あるかと思うが、どのくらい購

入しているのか。 

市民からの図書購入希望があるが、職員で協議

して購入決定している。 

令和２年度は購入冊数 4,697 冊の内、175 冊が

リクエスト購入である。 

③イ オンライン活用という意味

では図書館で電子図書の購入

はどうか。 

今後、導入に向けて検討していきたいと考えて

おり、電子図書について追記する。 

③イ  学校にある図書は少ないの

で、図書館の本を学校に貸し出

すだけでも子どもたちは新し

い図書を読むことができる。学

校側との連携等を本文中に記

載いただけるとよいのではな

いか。 

現在、小中学校やこども園に団体貸し出しを行

っており、引き続き、連携しながら進めていきた

いと考えているため、学校園との連携について追

記する。 
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施策指標 「定期的にスポーツを行う

市民の割合」、「図書館入館者

数」は成果指標ではないのでは

ないか。その先のアウトカム指

標が必要ではないか。 

この施策の効果を適切に測るための指標とし

て、現在設定している施策指標が適していると考

えている。 

その他  「まちにも活きる生涯学

習・スポーツ」とは、自分の学

びの機会や心身の健幸のため

の時間のことかと思う。健康推

進でウォーキングマイルが実

施されている様に、学びのマイ

ル等、学びの機会を活かせる仕

組みづくりを実施方針に記載

できないか。 

①イで、「市民が市民講座等で学んだこと主体

的に地域社会に活かす取組を推進します。」とし

ており、実施方針に記載している。市民講座では、

「やりたい」という主体的な活動を育むきっかけ

づくりであり、具体的な活動につなげるために

は、施策コード【13】【14】との連携が必要である

ため、施策間連携【13】【14】を追加する。あわせ

て、施策【13】【14】にも施策間連携【４】を追加

する。 

 

【７】内発的な経済循環と多様な働き方の創出 

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

全体 外から来られる事業者への

支援はよく聞く。経済循環を外

的要因に頼っているニュアン

スを感じるが、もともと朝来市

には多くの事業者さんがいる。

既存事業者に対して、伝わりや

すい方法や施策はないのか。 

市の事業として市外から来られる方への優遇

措置のある事業は、「サテライトオフィス等開設

補助金」のみである。この事業についてはコロナ

禍で都市部からの朝来市へ来ていただくための

事業である。 

その他の支援施策については、基本的には全て

市内事業者（移住者も含む）を対象としている。 

また、既存の市内事業者に対して経営の安定を

図るため等の業務として、中小企業診断士の相談

業務を中心に支援している。 
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①イ 事業継続計画とはどんなも

のか。また、取組に対する支援

とは具体的にどのようなこと

か。 

事業継続計画（BCP）は、企業が災害が起きたと

きに事業資産の損害を最小限にとどめ中核とな

る事業の継続、早期に復旧できるよう平常時に行

うべく活動や緊急時における事業継続のための

方法や手段を定めておく計画のことである。 

また、その他に、企業における防災・減災の事

前対策として事業継続力強化計画があり、経済産

業省から認定を受けるもので、認定を受けた企業

は、税制措置、金融支援及び補助金の加点等の支

援策が受けることができる。 

このような計画の必要性等を啓発し、商工会等

と連携し危機管理に対する意識の醸成と取り組

みに対する支援を行っていきたい。 

なお、事業継続計画について事業者でないと分

かりづらいため、用語解説を追加する。 

②ア 生涯現役社会において高齢

者の雇用は大切な視点であり、

企業の戦力としての高齢者の

雇用支援策について記載が必

要ではないか。施策【20】の①

アでも就労を通じた健康づく

りに触れているが、時代にあわ

せてもう一歩踏み込んだ考え

方が必要である。 

生涯現役人生 100年時代の中で、高齢者が希望

に応じて働くことは大切な視点であるため、高齢

者について追加する。また、あわせて、施策間連

携【20】を追加し、施策【20】にも施策間連携【７】

を追加する。 

 

②ア 多様な働き方を実現するの

は行政ではなく事業者だが、社

内で実現していくのは非常に

難しいのが実態。行政には、同

じ分野でうまくいっている事

例を具体的に教えてもらうよ

うな支援をお願いしたい。 

また、働き方改革のための経

営者セミナーのチラシをよく

見るが、魅力的ではなく、参加

につながらない。経営者が集ま

る会議等で、多様な人が参画す

る職場づくりの成功事例を自

然に知ることができると良い。 

事業者の成功事例を紹介し情報の共有を図る

ことは非常に有効なことと考える。業種ごとに個

別に対応するのは難しいと考えるが、商工会等の

関係機関と連携を図りながら進めていきたい。 
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②イ サテライトオフィスの開設

の支援について、誰がアプロー

チするのか。従業員の住む場所

へのサポートもあり、市が主体

的に取組ことが適していると

考えるが、どのように進めるの

か。 

データによると、サテライトオフィスを開設す

る企業は、10人未満で創業 10年まで、主に広告

業・情報通信業・デザイン業などの業種が多いと

のこと。市として、市外の 500社について関心を

リサーチしたところ、関心を示す事業者があっ

た。移住者生活支援もメニューとして用意してい

る。今後、ワーケーションも含めて受け皿の整備

を行っていきたい。 

③ア 文中の『起業しようとする

者』の「者」の表記は行政でよ

く使われるが、「人」にした方が

よいのではないか。上から目線

に感じる。 

表現を起業しようとする人や事業者に修正す

る。 

その他 新規起業件数が施策指標と

してあげられているが、廃業件

数が増えていっているのが実

態。移住者への事業承継も含め

て、廃業を抑えていく施策が考

えられないか。 

事業継承については、大事な問題だと認識して

いる。商工会が朝来市事業承継サポートセンター

の事務局をもち専門家や金融機関等と連携を図

りながら対応している。現状として承継問題は事

業者にとって非常に繊細な問題であるためなか

なか案件が上がってこない。しかし、早期に対応

する方が事業の承継が成功すると考えられるた

め啓発も含めて関係機関が連携をとりながら事

業を進めている。 

 

【８】まちの力になる観光の振興 

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

①エ 第２次総合計画にもそれを

受けて策定した観光基本計画

にも、朝来市版 DMOと明記され

ているので、その表現を使うべ

きではないか。 

朝来市版 DMOをつくることを

前提として、それを中心にどの

ように観光地域づくりを推進

するかというスタンスでの記

載のほうが良いのではないか。 

 第２次総合計画後期基本計画は、朝来市版 DMO

の設立を進めることを目標としていたが、観光を

取り巻く環境の変化もあり、第３次総合計画にお

いては目標年度の令和 11 年を見据えてもう少し

踏み込み、観光庁が提唱する DMOの機能を備えた

組織づくりを目指したいと考えている。 

 

 



11 

 

②ア 観光入込客数は激減してい

る。コロナ禍でどこから始める

かというと、訪日外国人より、

まずは京阪神や近畿圏からの

国内観光客の回復を目指すべ

きではないか。 

コロナ禍やその後を見すえ

て、先に国内の市場を見つつ、

訪日外国人の取組みもスター

トしていくと二段構えにして

はどうか。 

目標年度の令和 11 年を見据え、そのように記

載していたが、市民に伝わりやすいように表記を

修正する。 

②ウ まだ埋もれている観光資源

を発掘するとは、具体的にどん

なことか。 

酒蔵の見学ツアーや岩津ネギの収穫体験等の

体験型の観光資源を造成するとともに、体験素材

集を作成したが、更に魅力ある観光資源を発掘し

たいと考えている。 

施策指標

① 

観光入込客数はどのように

調べているのか。 

観光動態調査を四半期ごとに実施している。市

内全てのイベント（集客数 5000 人以上）と施設

（年間 1万人程度以上）について積み上げている。 

その他 平成 30 年や令和元年など、

コロナが始まる前も観光入込

客数は減っていたのか。 

コロナで観光客が激減した

のはあたりまえだが、コロナ前

も少しずつ減っていたのであ

れば、目標値を達成するため

に、コロナ禍前以上に新たな工

夫が求められる。これからはも

っと体験交流などさらに力を

入れていく必要があるのでは

ないか。 

平成 29年度が 235万人、平成 30 年度 227 万

人、令和元年度 214万人とコロナ前から減少傾向

だった。平成 30 年度は竹田城跡登山道の崩落な

ど自然災害があったことも影響している。 

今までは竹田城跡に行った後は市外の観光地

に流出することが多かったが、まだまだ朝来市に

は魅力的な観光素材があるので、それらの観光素

材の回遊性の向上を図り市内の滞在時間を長く

するかが課題と考えている。今ある主要観光施設

についても夜の魅力創出イベント等で磨きをか

けるなど工夫をしている。 
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【９】時代にあわせた農畜産業の振興 

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

② 施策指標③では耕作放棄地

面積を設定しているが、施策の

考え方としては耕作放棄地を

減らそうとしているのか、非農

地判定を増やして分母を減ら

そうとしているのか。 

再圃場整備を進め農地を有効に活用していく

という方向性と、山際の林野化した農地は関係機

関と連携し非農地判定を行い、今後も守るべき農

地を整理し 47ha に減らしてくという考え方であ

る。 

③イ ブランド化して販路を開拓

する支援はあるとして、野菜な

どは価格が乱高下するが、市の

施策として何か考えているか。 

現状は、一農家がそれぞれの販路で生計を立て

られている。安定した出荷をしようとするとまと

まったロットが必要になり、そのために農業者の

グループ化を図り出荷量の確保を行い、契約によ

る安定した収益を目指す。昨年度は農業者の生産

者団体が１つ立ち上がった。今後はさらに裾野を

広げるため、地域等と連携した取組も展開したい

と考えている。 

またグループの支援についても検討していく

考えである。 

施策指標 施策概要にあるような「儲け

る農業」に対応した指標はない

のか。 

総合計画とは別に、平成 29 年に策定した朝来

市農業推進戦略プランに、具体的な目標として

「朝来市の農業収入額」を設定している。総合計

画の指標にも同様の指標を設定している。 

その他 農業をやりたい人が簡単に

農地を買えないのか。 

農地法に基づき農地取得後 3,000㎡以上の耕作

要件が必要となる。 

ただし、朝来市空き家バンクに登録された空き

家に付随する農地で、農業委員会が指定した農地

であれば１㎡から取得できる。 
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【10】自然を守り活かす林業の振興 

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

② 全面積の 84％が山という朝

来市において、林業の担い手づ

くりをもっと重要課題にした

ほうが良い。林業にも新規就農

者制度のようなものはないの

か。 

市独自の新規就業者制度はなく、課題と考えて

いるが、まずは地盤の組織として森林組合の強化

が必要と考えている。そのうえで自伐型林業家を

育成して組織化することで、新たな雇用につなげ

ていきたいと考えている。 

移住定住対策として、「夏場は農業、冬場は林業

をしませんか」と PR するのも一つの手法と考え

ている。 

また、宍粟市に県立森林大学校がある。朝来市

内ではまだ卒業生の雇用実績はないが、連携を図

る必要があると考えている。 

③ 真に木材の利用を促進する

のであれば、個人の家庭より

も、公共施設から薪ストーブに

するほうがよいのではないか。

豊岡市は学校を薪ストーブに

していると聞いたことがある。 

豊岡市でも市役所に木質ペレットボイラーを

設置しているが、維持管理に相当の費用がかかっ

ていることから現在は稼働していないと聞いて

いる。維持管理コストがネックとなっている。 

なお、丹波市では個人向けに木の駅プロジェク

トを展開しており、個人が原木を持ち込み、それ

を売ることで収益を上げているところもあるの

で、そういったことも森林整備につながる方策の

一つである。 

③イ 木質バイオマス発電に活用

されている朝来市からの間伐

材はどれくらいか。 

木質バイオマス発電は約６万 tの間伐材を燃料

としているが、朝来市からはその５分の１程度を

供給している。 

施策指標 林業労働者数が 56 人という

ことだが、民間も含めての人数

か。平均年齢はどれくらいか。 

民間や森林組合の職員もあわせて 56 人で、平

均年齢は 45才程度となっている。 
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役割分担 市民は積極的に地元産材を

活用することが求められると

あるが、地元の木を使いたかっ

たら工務店に言えばよいのか。

また、薪ストーブの補助金はあ

るのか。 

林業と市民がどのように普

段の生活で補えあえるのかが

大切。補助金のことを知ってい

たら購入を考える人が増える

かもしれない。情報を知ってい

たら市民も取り組みやすい。 

市産材を活用するには工務店に言ってもらえ

ば良いがコストは高くなる。ただし、住宅建築で

の県産材の使用について個人の負担を軽減する

県補助制度等があり、積極的に情報提供していき

たい。 

その他 山際の農地を山判定にした

場合、農地ではない農地ができ

るが、そこには植林を促すの

か。 

どんどん山際が迫ってくる

と、水に対して恐怖心が生まれ

るが。 

もともと地目が田の場合は国庫補助対象には

ならないが、森林環境譲与税があるので、それを

活用した取組は考えられる。 

杉やヒノキはぬかるんだところには植えるこ

とができず、倒木の被害も考えると、一概に耕作

放棄地に植林をすることが良いとは言えず、考え

る必要がある。 

その他 森林環境譲与税は何に使え

るのか。どのように算定されて

いるのか。 

朝来市の課題に即した事業に柔軟に使用でき

る。譲与税の額は、森林面積、人口、林業従事者

数で決められる。 

その他 学校での林業に関する体験

学習などは実施されているの

か。 

林業に特化した学習はないらしい。今後は、林

業従事者に話を聞いたり、現場を見たりする等、

できることがあると考えている。 

 

【11】人の営みとともにある自然との共生 

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

全体 施策名は「人の営みとともに

ある自然との共生」であるが、

施策の内容がオオサンショウ

ウオやコウノトリとピンポイ

ントな内容になっている。もっ

と大きな話があると議論しや

すい。 

朝来市が豊かな自然環境を有していることを

市民にも理解してもらうために、例としてオオサ

ンショウウオやコウノトリ等の希少生物を挙げ

ているが、希少生物が棲む自然豊かな環境の把

握・保全を推進し、生物多様性の実現を目指して

いる。 
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①イ 外来生物とは具体的にどん

なものか。種類ごとに調査をす

るのか。 

キンケイギク、アカミミガメ、ヒアリ、ブルー

ギル、ブラックバスなどがあるが、個々の生物を

一つ一つ調査するのは難しい。在来種の生態系に

影響を与える場合等があれば、関係機関と連携し

対策を行う。 

② 外部から特別天然記念物を

見に来られる方に対して、なに

がしかのルールがあったほう

がいいのではないか。 

多くの人が見学にくることで、生態系への影響

も考えられる。今後、関係課と連携しながら検討

する。 

② 自然環境や生態系と、そこで

の市民の普段の暮らしは、密接

に関係がある。東河地区では自

然環境と人間の暮らしに注目

した農業者のおかげで、ゲンジ

ボタルが復活したなどの話も

聞く。ただ自然を保全しようと

いうのではなく、豊かな自然は

何からつくられているのか、自

分たちの暮らしとどのように

つながっているのかというこ

とを子ども達に教えるのが大

切。そういったニュアンスを追

記したほうが良い。 

②アの環境学習の項目に人の営みが自然環境

に与える影響について追記する。 

②ウ 「観光プログラム等」とは観

光交流課と協調したものにな

るのか。 

施策間連携で【８】【12】とあるように、観光交

流課及び文化財課と連携していく。 

役割分担 個人では自然環境の保全活

動に取り組みにくいかもしれ

ないが、「無農薬野菜を選ぼう」

など、購買に関する文言として

入っていると、市民が役割を果

たしやすいと考える。 

本施策は、生物多様性をはじめとする自然環境

の保全及び持続可能な利用を目的としており、そ

れに対する市民の役割分担については記載済で

ある。なお、環境にやさしい買い物の実践につい

ては、施策【29】の役割分担に記載している。 
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【13】市民力を高める協働のまちづくりの推進 

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

①ア 「多様な人が自分の得意な

ことを活かしながら「やりた

い」にチャレンジ」とあるが、

「やりたい」をどの様に把握

し、どのようにマッチングをす

るのか。どうやって「やりたい」

を見つけるのか。 

何かの取組みをテーマとした対話の場を設け

る場合、既に取り組んでいる人だけでなく、新た

に始めてみたい人も対象にして参加を呼び掛け

るなど、対話の場の持ち方を工夫する事でフォロ

ーすることができると考えている。試行錯誤しな

がらより良い方法で取り組んでいきたい。 

①ア 「市民活動」とあるが、その

定義はあるか。どの範囲の事を

示しているのかイメージが分

かりにくい。 

市民活動とは、ボランティアや趣味の活動も含

めて、市民が主体的に行うテーマ別の活動を示し

ている。イメージしやすいよう分かりやすく表記

を修正する。 

①ア 「誰もが気軽に参加でき、対

話ができる場」とあるが、参加

した事がない人にはどんな場

なのか分かりにくい。具体的な

会議名などの文言を入れるな

ど、もう少しイメージしやすい

表現にしてはどうか。 

「誰もが気軽に参加でき、対話ができる場」と

は、未来会議のような具体的な会議名があるわけ

ではなく、例えば「対話カフェ」といったように、

何か決めたテーマに興味のある人が気軽に集っ

て自由に対話するような場の開催を考えている。 

①アイ ①ア、イの内容は、地域自治

協議会と一緒に取り組んで行

くことが大切ではないか。ま

た、地域自治協議会ごとの差が

出ないようにフォローする事

も大切ではないか。 

市と地域自治協議会が連携を図りながら取り

組んでいきたいと考えている。また、地域自治協

議会ごとに取組に差が生まれることが考えられ

るが、上手くいった事例の情報共有を図るなどし

ながら支援していくことは大切であり、地域の実

情にあわせた支援をしていきたいと考えている。 

①イ 「手法」とあるが、その表現

には違和感がある。「方法」や

「やり方」という言葉の方が良

いのではないか。 

「方法」は「ある目的を果たすためのやり方」

という意味で、目的がしっかり決まっている状態

で、その目的を成し遂げるためのやり方を表す。

一方、「手法」は「物事のやり方や技術」という意

味で、物事を作る際のやり方を表し、絵画や彫刻

などの芸術作品に対して使われることが多いが、

物事全般に使うこともできる。 

ここでは、新たに始めたいことが、「はっきり決

まっている」ケースばかりでなく、「何となくこん

な事がしてみたい」といったケースがあることも

想定し、「手法」と表記している。 
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①イ 「人と人、人と地域をつなぐ

コーディネーター」とあるが、

既に実施している取り組みか。 

市民協働課では、市民や団体が新たな活動を始

める場合、相談があれば随時対応し、活動のスタ

ートアップを支援している。また、地域自治協議

会が新たに取り組みたい事業がある場合、市民協

働課が窓口となって事業に適したアドバイザー

や補助事業等を紹介するなどしており、コーディ

ネーターとしての役割を果たしていると考える。 

①イ 「コーディネーターの育成」

とあるが、育成するだけでな

く、「設置する」ことが必要では

ないか。 

都市部では、地域づくり支援に関わる NPO法人

が設立されており、コーディネーターとして機能

している事例が多い。将来的には、本市において

もこのような組織が設立されることが望ましい

と考えている。 

①ウ 「活動スペースの提供が求

められている」とあるが、使用

申請方法が限られており、土日

などの休日にできない。インタ

ーネットでも申請できるよう

になれば活動スペースも利用

しやすくなる。使用申請方法を

改善できないか。 

市役所内部のデジタル化を推進している中で、

業務改善の一環として公共施設のインターネッ

トによる予約等、現在検討中である。 

 

【14】多様な人がつながる地域コミュニティの充実 

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

①② 施策概要に「子どもから大人

まで」とあるが、地域コミュニ

ティの充実のためには、誰もが

参加しやすく参加の裾野を広

げるよう、自治会や地域自治協

議会に、中高生や大学生が参画

する事が大切であるのではな

いか。 

各地域自治協議会において、まちづくり計画を

改定される際のアンケート調査を中学生以上の

地域住民を対象に実施されるなど、当初、大人中

心であった参加の裾野は広がりつつある。今後、

ますます多様な人が参画していくことが大切で

あると考えている。 

②ア 「伴走型支援」とあるが、用

語が分かりにくい。 

用語解説を追加する。 

②ウ 「隣接する福知山市・丹波

市」とあるが、２市に限らず、

それ以外の隣接市町村との連

携も必要ではないか。 

福知山市・丹波市と実施している３市連携事業

について記載したものであるが、養父市をはじめ

とする但馬地域の市町との連携も図っているこ

とから、市町村名を特定しない表記に修正する。 
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役割分担 地域自治協議会の活動では、

社会福祉協議会との連携が必

要だと思うが、役割分担等につ

いての記載が必要であないか。 

地域自治協議会の活動では、社会福祉協議会だ

けでなく、NPO 法人、民間事業者等との連携も必

要であることから役割分担を追加する。 

施策指標

② 

目標値が 37.3%とあるが、コ

ーディネーターを育成しよう

としているのなら、もう少し目

標値を上げた方が良いのでは

ないか。 

施策指標②は地域自治協議会の活動に参加し

た市民の割合を指標にしたものであるが、施策指

標①の自治会活動に参加した市民の割合と比例

している。目標値は、現状値を基準に設定したも

のであるが、H29 と比較した場合、減少に転じて

いる。よって、目標値の基準を H29とし、上方修

正する。 

 

【16】まちを応援する関係人口の創出 

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

①ア 「関係人口」とあるが、現在

はどのぐらいの人数がいるの

か。 

 農作業の手伝いから秋祭りの屋台の担ぎ手、そ

のほか関係人口の裾野は広く、人数は把握してい

ない。今後、何らかの統一的な定義がなされれば、 

その範囲での人数把握は可能と考える。 

①ア 情報発信等については、広報

誌やケーブルテレビだけでは

情報が行き渡らない。若い世代

にも伝えるため、SNS などを積

極的に活用する必要があるの

ではないか。 

全庁的な課題として、ＳＮＳを活用した情報発

信が今後さらに必要となることは認識しており、

効率かつ効果的な情報発信を行うため、「ＬＩＮ

Ｅ」アプリ等の新たなコミュニケーションツール

の導入を検討中である。 

②ア 「一部の地域との交流に限

定されており」とあるが、SNSを

活用するなど、若い世代も含め

て、全ての人が情報を把握でき

る工夫が必要ではないか。 

②イ 「東京あさご会やふるさと

朝来会等」の「等」とあるが、

その他にどのような団体があ

るのか。また人数はどれくらい

なのか。 

東京あさご会、ふるさと朝来会、銀嶺会等であ

る。人数は把握していない。 

役割分担 「地域自治協議会は、地域間

交流の窓口となって」とある

が、現状そうなっているのか。 

友好都市である壱岐市との相互訪問等の交流

事業は、東河地区協議会が窓口となって活動を展

開されている。 
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政策指標

① 

「市外に住む人を交えた地

域活動」とあるが、「関係人口」

の言葉が入る方が分かりやす

いのではないか。 

分かりやすい表記に修正する。 

政策指標

① 

関係人口の人数を指標にし

てはどうか。人数把握について

は、把握しやすいよう、主催者

（例：自治会、地域自治協議会、

農業）を絞り、指標数値の設定

をしたら良いのではないか。 

政策指標を設定する際に実数とすることも検

討したが、関係人口の範囲は幅が広く、実人数を

把握することは困難であると判断した。意見にあ

るように主催者を絞れば把握することも可能と

考えるが、自治会や地域自治協議会等の負担を考

慮した場合、現実的ではなく、一部のみを指標に

することも好ましくないと考える。 

 

【19】地域みんなで安心できる子育て環境の充実 

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

全体 施策名に「地域みんなで」と

あるが、実施方針の中から読み

取りづらい。 

 こども園や子育て学習センターの事業では、地

域の方の協力を得て行っている事業も多くある。

指摘のとおり、実施方針の中からは「読みづらい」

が、市民等の役割分担の中で、全体的にカバーで

きるよう記載している。 

 なお、「地域みんなで」というご意見に関して、

ファミリー・サポート・センター制度は、市民の

方がサービスの提供者としての役割を担ってい

ただくことになる。 

 また、本計画において、地域での子育て支援の

充実は重要な視点であるため、各種事業の実施段

階においては、その視点を持ちながら展開してい

きたいと考えている。 
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全体 子育てになると母親が主役

のようになるが、父親の子育て

を朝来市ではサポートしてい

るというところもあえて特出

しして記載してはどうか。 

 現状、子育て学習センターの利用登録では、両

親の登録をされている世帯も多くある。また、子

育て学習センターでは「パパと一緒にお出かけ広

場」など、父親を対象とした事業も実施している。 

 更に、こども育成課が発信している「あさごス

マイルネット」では、父親を対象とした子育て情

報のみならず、男女の固定的な役割分担意識や慣

習を解消すべく、男女共同参画に関する情報も発

信している。 

一方、母子保健事業の中では、父子手帳の交付

や両親学級で父親の妊婦体験や沐浴指導を行う

など、父親を対象とした事業も実施している。ま

た、母子手帳アプリ「子育てナビあさごっ子」で

は、父親が登録されている世帯もあり、更に家族

の共有機能もあるため、父親の育児参加を促すこ

とも目的としている。 

今後においても、父親を対象にした事業を含め

男女の固定的な役割分担意識等の解消に向けた

取組は引き続き展開するものの、様々な家庭があ

る中において計画では明記しないこととする。 

①ア ファミリー・サポート・セン

ター制度はどのくらい進んで

いるか。開設する際は、市民が

協力してつくっていける仕組

みが必要だと思う。 

 10 年くらい前の調査では、需要は少なかった

が、今は増えてきていると認識している。ファミ

リー・サポート・センター制度は、サービスの提

供者と希望者を調整する事業であり、提供者につ

いては市民の協力を得ることとなる。県内の情報

も集めつつ、提供できるサービス内容について

は、希望者の意向も踏まえ朝来市にふさわしい制

度を検討していきたい。 

 また、事業の実施に当たっては、サービスを希

望する子育て世帯、サービスを提供できる市民の

登録が必要となるので、十分な周知を行う。 

①イ 妊娠中のつわりがしんどい

前期、働いていない方は預けら

れないという話はある。ファミ

リー・サポート・センター制度

が進むと良いのではないか。 

 そのような場合は、一時預かりを行っている。

公立こども園は、余裕活用型という形態となって

おり、既存の配置職員数及び受け入れる人数基準

により、一時預かりを受けられない場合もある。 

ファミリー・サポート・センター制度について

は、朝来市にふさわしい制度を検討していきた

い。 
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②ア 移住してきた人は朝来市で

の出産の流れが分からないの

で、市内で出産できないとして

もどこでできるか、また悩んだ

ときに相談できる病院の一覧

や相談先があると良いのでは

ないか。 

医療機関情報については、現在は市内医療機関

等一覧表として市のホームページにも掲載して

いる。今回、委員の意見を受け、子育てガイドブ

ックへの掲載や現行の医療機関一覧表の記載内

容について見直すこととする。 

朝来市の妊婦が受診されている産科医療機関

は他府県も含め広範囲にわたっているが、主に但

馬地域の産科医療機関の情報を市民へ周知でき

るよう調整する。 

②ア 「あさごし子育てガイドブ

ック」は、妊娠を望まれる方に

向けた冊子でもあれば、全戸配

布の方が良いのではないか。 

ガイドブックの配付方法については、具体的な

事業の方針であるため、次年度版を作成、配布す

るときに検討する。現状としては、これまでの「子

育てガイドブック」の情報は、市ホームページに

も掲載しており、今年度の作成分についても電子

書籍として掲載する予定である。市民誰もが情報

を閲覧いただけるようにしている。 

②ウ 相談窓口について、窓口に恥

ずかしくて行けない、日中は仕

事となると相談遅れる事もあ

る。AIチャットや夜間対応等が

あると相談しやすいのではな

いか。市民の方が相談しやすい

仕組みが必要だと思う。 

現在、AIチャットボット等、市民が打ち明けや

すい方法の導入を検討している。 

電話や来所での相談がしにくい人もあること

は認識している。今後は、市民のニーズを把握し

ながら、相談しやすい体制も検討していきたい。 

役割分担 円卓会議のような、行政・学

校・自治協・家庭等一同に集ま

って話せる機会があると良い

のではないか。学校と地域自治

協議会が年間行事等を共有し、

イベント等が被らないように

調整できると子どもたちも参

加しやすくなるのではないか。 

 学校評議会や園評議員会がそういった機会で

あると捉えている。 

 なお、ご指摘の内容については、施策【１】②

イで、地域で子どもを育み、地域の中で様々な学

びができるよう、子ども対象の事業等を体系的に

整理することとしている。 

施策指標 施設だけではなく、地域全体

での安心が大切であることか

ら、「地域全体で安心して子育

てできている」という表現のほ

うが良いのではないか。 

「地域全体で安心して子育てできている」との指

標は、施策名等からも指摘の内容の方がよいとも

思うが、他の施策を含む総合計画全体での大きな

指標になると考える。本施策の受益者の意向を捉

えるには、現状の表現の方がふさわしいと判断す

る。 
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【20】いつまでも自分らしく活躍できる高齢社会の実現  

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

①ア 「老人クラブ」とあるが、市

の老人クラブに加入している

団体のみを指すのか。現在、市

老人クラブに加入している団

体は 66団体しかない。 

ここでは市の老人クラブを意図している。市の

老人クラブ連合会に加入している老人クラブは

減少傾向にあるが、老人クラブの社会的役割は重

要であり、老人クラブ活動を通じての情報交換、

健康づくり及び交流を促進いただきたいと考え

ている。 

一方で市の老人クラブ連合会には加入してい

ない団体は、地域でのコミュニティ活動をはじ

め、ミニデイ、プチサロン、いきいき百歳体操等

の健康づくり活動の支援を行っていきたいと考

えている。 

①ア 朝来市シルバー人材センタ

ーとの連携が大切ではないか。 

市も高齢者の就業機会を確保するため補助や

運営にかかわるなど連携をしている。 

また、施策【７】と連携による就業機会の確保

について、施策間連携を追加する。 

①イ 「新たな参加者の確保を支

援」とあるが、高齢者に限定せ

ず、子ども連れでの参加を可能

とする等、対象の幅を広げては

どうか。住民同士の交流や、多

世代交流にも良い取り組みに

なるのではないか。 

施策【18】との施策間連携により、高齢者に限

定せず、多世代交流と連携し、実施していきたい

と考えている。 

②イ 冬場は高齢者にとって除雪

が大変なため、空き家を改修す

る等、冬場に３世帯くらいが住

める住宅を整備・確保してはど

うか。 

豪雪地帯では「夏山冬里」といった居住形態も

試みられているが、朝来市においてニーズがある

かは研究が必要であり、高齢者にとっては季節移

転も負担となる。 

住み慣れた地域で安心して暮らしていくこと

も重要な施策であり、除雪の対応により解決でき

ないかなど検討することも多いと考えている。 

今後の課題と考える。 

役割分担 「地域や地域自治協議会」と

あるが、この場合は、自治会も

大切であり、記載として見える

ようにし、様々な団体を含めた

表現が良いのではないか。 

「自治会や地域自治協議会等」との表現に修正

する。 
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施策指標

① 

要介護認定を受けていない

高齢者の割合ではなく、要介護

認定を受けている高齢者の割

合の方が分かりやすいのでは

ないか。 

高齢化が進んでいく見込みであるが、施策に取

り組んだ結果として、元気に過ごせる高齢者の割

合が増えていくこと目標と考えている。元気に過

ごせる高齢者の指標として要介護認定を受けて

いない方としている。 

施策指標

② 

現状値が分からない中で目

標値が「75.0%」とされている。

この設定で良いか。 

現状値がわからないため令和元年度に国が実

施したアンケート結果で「心配なく暮らしてい

る」とされた割合をもとに、本市においては国の

割合を上回ることして設定した。 

 

【21】障害のある人の居場所と役割がある自立支援の充実  

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

全体 

②ウ 

「分け隔てられることなく」と

あるが、「分け隔てなく」という

表現の方が良いのではないか。 

主語を朝来市として、文章を

見直す方が良い。 

本計画の主語は朝来市であると考え、主語を障

害のある人としている「分け隔てられることな

く」の表現を「分け隔てなく」に修正する。 

① 「障害のある人の生活の支

援」とあるが、「障害のある人へ

の生活の支援」の方が分かりや

すいのではないか。 

本計画の主語は朝来市であると考え、「障害の

ある人の生活の支援」の「障害のある人への生活

の支援」に表現を修正する。 

①ア 相談支援専門員は不足してい

るのか。一人当たりの相談件数

は国基準から比べたらどのよう

な状況か。 

「相談支援専門員の増員」と

あるが、相談員の養成は考えな

いのか。考えているのなら、記載

してはどうか。 

相談支援専門員が不足している。現状は国の基

準以上に相談支援専門員の一人当たり相談数は

多い状況になる。また今後も相談数が増加してい

く見込みである。 

相談員の養成については、「相談支援専門員の

増員」にもつながる課題だと認識しており、今後

養成についても検討していきたいと考えている。 

②ア 「市内事業者と連携」とある

が、企業での障害者雇用を示し

ているのか。 

市内企業での障害者の雇用率

は把握されているのか。 

雇用率については、県全体の公表となっている

ため、市内の雇用率の把握はできていない。 

障害者の雇用促進や安定を図るため、今後、関

係機関と調整を行ない、市内の事業者との連携に

よる雇用機会の創出を図っていきたい。 
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②ア 「環境整備や就労機会の充

実」とあるが、事業者と障害者を

つなぐコーディネーター等が必

要ではないか。 

働きたい人と企業が募集されている求人情報

がうまくマッチングできていないのが現状であ

る。今後、関係機関との連携が必要であり、その

中でコーディネーターの設置についても検討し

ていきたい。 

②イ 「長期精神入院」とあるが、

「長期精神科入院」という表現

の方が良いのではないか。 

「長期精神入院」は、適切な表現に修正する。 

②ウ 「不当な差別的取扱い」とあ

るが、物への扱いに感じられ違

和感がある。表現を改めた方が

良いのではないか。 

また、差別という時点で不当

であるため「不当な」という言葉

は必要か。 

「不当な差別的取扱い」とは、障害を理由とす

る差別の解消の推進に関する法律において、障害

を理由として、正当な理由なく、サービスの提供

を拒否したり、制限したり、条件を付けたりする

ような行為のことであり、一般的に使用されてい

る言葉のため、このままの表現とする。 

 

【25】日頃からみんなで備える災害に強いまちづくりの推進 

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

①ア  建物の耐震性が不十分」とあ

るが、施設の老朽化により電気

などの設備面でも機能しない

ことがある。設備等の機能確認

の作業も実施する必要がある

のではないか。 

 避難所に設定している各自治会の公民館等に

ついては、各自治会で維持管理をしていただいて

いるが、定期的な機能確認の必要性等を市として

も周知していきたい。また、公民館等の改修や避

難所としての機能強化を図っていただくため、区

集会施設等整備事業の補助制度の活用を周知し

ていきたいと考えている。 

①イ  「食糧等の備蓄物資の確保」

とあるが、市の備蓄するもの

か。期限が切れた物資はどのよ

うに使用しているのか。防災食

に慣れる意味でも、防災訓練の

時に活用をしてはどうか。 

 災害発生時への備えとして、市の備蓄倉庫に防

災物資や資機材等を備蓄している。使用期限が迫

っている備蓄食料（アルファ化米等）については、

朝来市一斉避難訓練実施時に、各自治会からの要

望に応じて配布し、活用いただいている。 

①ウ 「未加入世帯や聴覚障害者

への伝達手段を検討」とある

が、安全安心ネットの登録人数

は何人か。あさご安心安全ネッ

トを防災情報の発信ツールと

しても活用してはどうか。 

 あさご安全安心ネットの登録者数は、現時点で

3,325 名。登録された方に対して、気象情報や地

震情報、緊急情報等の防災情報を発信している。 

 ケーブルテレビ未加入世帯や聴覚障害者への

伝達手段として有効であるため、今後も登録者数

増加に向けての周知を図っていきたいと考える。 
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①ウ 「災害情報が伝わりにくい人

に対する災害時の情報伝達を

確立」とあるが、どのように情

報伝達を考えているのか。区で

誰が伝えるのか等を決めてい

く必要があり、その伝える役の

方に伝える情報伝達の方法の

確立が必要ではないか。 

災害時の情報について、事前に登録いただいた

自治会役員等にメール配信できる体制を整備し

ている。必要な情報が漏れなく地域内で共有され

るよう地区防災計画等で、情報伝達体制を確立い

ただくことが重要であり、市としても計画策定に

係るサポートを行っている。また、ひょうご防災

ネットの多言語機能について周知を強化し、市内

在住の外国人への情報伝達手段も確保する。 

①エ 「ため池の管理不足」とある

が、台風等においては水路の門

を閉める等の地域での取り組

みや、水路の管理も重要ではな

いか。 

 地域内の水路等に設置されている水門（ゲー

ト）の管理については、各自治会等で対応いただ

いている。地区防災計画に地域内の水門等の維持

管理や災害時の対応等について定めることも有

効であると考える。今後も、各自治会等への助言

等を行い、地域の実情に応じた計画策定の推進を

図りたいと考えている。 

②ア 防災士については、増員する

ことが重要ではないか。 

市内で防災士の資格を有する者の人数は、現在

46名。防災リーダー研修受講費用について補助制

度を設けているが、受講に係る時間的負担等か

ら、利用者数が伸びていないのが現状である。近

隣市で受講できる体制の構築等を継続的に要望

し、市内有資格者の増員を図りたい。 

②イ 地域防災計画について「未策

定の自治会が多い状況」とある

が、どの程度の自治会が策定で

きているのか。 

 令和３年度当初に実施したアンケート調査で

は、160区中 113区から回答があり、54区が策定

済、35 区が未策定、24 区が策定予定となってい

る。市としては、計画作成マニュアルを示し、策

定に係る助言を行う等、早期に計画が策定される

よう今後もサポートを継続的に実施していきた

いと考えている。 

③ア 「消防団員の確保」とある

が、現状は定員を満たしていな

いのか。また、団員の定年は決

まっているか。 

団員の確保のためには、分団

の区割りを変更しないといけ

ないのではないか。 

 消防団員の条例定数は 1,050人であるのに対し

令和３年４月１日時点での団員数は 951 人であ

り、定員を満たしていない。定年は設けていない。 

団員の減少等の問題に対応するため、組織再編

計画を作成し、すでに完了しているが、将来的に

は分団の区割変更を含めた再編の必要性が生じ

る可能性もある。また、自主防災組織による消防

団の補完的な役割にも期待しているところであ

る。 
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施策指標

① 

安全安心は暮らしのうえで

の要なので、目標値 36.8%はも

う少し高い方が良いのではな

いか。 

 現状数値と、これまでの上昇率等から、この目

標値を設定している。第３次総合計画後期基本計

画策定時に、その時点の数値や、それまでの変動

状況等を考慮し、必要があれば数値の修正も検討

したい。 

施策指標

② 

防災士の人数を指標として

考えてはどうか。 

 受講に係る時間的負担等から、利用者数が伸び

ないのが現状であり、近隣市で受講できる体制の

構築等を継続的に要望し、市内の有資格者増員を

図りたいと考えている。今後の状況に応じて、施

策指標ではなく事務事業等の指標としての設定

を検討したい。 

施策指標

② 

地域防災計画の策定率を指

標として追加してはどうか。計

画策定の経過において地域防

災力が強化されることにもつ

ながる。 

 地区防災計画策定の重要性について、改めて周

知を行い策定の推進を図っていきたいと考えて

いる。計画策定についての各自治会等の策定状況

を判断し、施策指標ではなく事務事業等の指標と

しての設定を検討したい。 

 

【30】暮らしを豊かにする公共交通の確保 

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

全体 いまある公共交通を絶やさな

いために皆で使って保持しよう

という施策なのか。 

皆でいろんな交通手段を新た

につくっていこうという方向な

のか。 

都市部と違い、過疎化が進む山間部における公

共交通は、利用者が少ない中でも将来を見据え維

持しなければならない。限られた財源の中で、便

利性の向上とコストダウンを図り、持続可能な公

共交通を目指すという方向である。 

① テレビ番組で路線バスの旅が

はやっているので、ケーブルテ

レビでバス停から行ける観光施

設や飲食店を紹介したりして、

路線バスの利用促進につなげて

はどうか。朝来市民は基本的に

車移動だから、いったことがな

いところがたくさんあるのでお

もしろい。 

現在、市内小学校で実施している「バス乗り方

教室」が好評を得ている。今後はさまざまな世代

を対象とした教室や、ケーブルテレビ等を活用し

た利用普及啓発の実施を検討する。 
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② 都市（神戸・大阪）と但馬地域

をつなぐ公共交通といえば、鉄

道と高速バスである。高速バス

も公共交通の１つとして記載し

たほうが良い。但馬地域内でも

高速バスを充実していくことも

考えらえる。 

令和２年度に、兵庫県により設置された、但馬

地域公共交通活性化協議会においては、高速バス

も含めた但馬地域の路線バス網の利便性向上に

ついても検討されることとなることから、②ウ

に、「但馬地域内の路線バスや高速バス等」の標記

を追記する。 

② 今あるものの利便性を向上す

るとしたら、鉄道は難しいので

はないか。それよりも、京阪神に

行くのに便利な高速バスをもっ

と知ってもらったほうが良い。 

高速バスの利用も含めた広域的な接続も案内

するという視点は大切であると考えている。 

現行の「あさごナビ」冊子だけでなく、民間の

交通情報検索アプリで検索するといろいろなル

ートが出てくるので、連携していきたい。 

②イ 北近畿豊岡道が延伸して、但

馬空港までアクセスがよくなっ

たことを現状に追記してはどう

か。但馬空港から大阪で乗り継

げば、東京行きも便利だ。 

北近畿豊岡自動車道の延伸は、但馬空港の現状

に大きく影響することであることから、②イの

「現状と課題」に、「北近畿豊岡自動車道の延伸に

より、市内からのアクセスが向上した」旨を追記

する。 

但馬空港からの航路が大阪～伊丹路線だけな

のが課題。東京直行便を実現するためには、現在

の利用者を維持しなければならない。 

その他 仕組を考える必要はあるが、

市役所の駐車場に車を停めて、

バスや電車に乗車し、公共交通

機関の利用促進を図れるという

サービスがあっても良い。 

和田山駅や生野駅については、市営駐車場が隣

接しており、JR利用者の利便性に寄与している。 

また、JRに対し、現在実施されていない、和田

山駅利用者が近隣駐車場を安価に利用できる「パ

ーク＆ライド」制度の復活について要望してい

る。その他、自家用車の併用による公共交通の利

用促進について、さまざまな手法を検討してい

く。 

 

【31】対話による開かれた広聴の充実 

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

全体 施策概要に「市民や団体と

の」とあるが、個人についての

記載もあると良いのではない

か。個人の意見を吸い上げる仕

組みがあり、常に意見が聞ける

環境が必要だと思う。 

フォーラム等の広聴事業では、参加者された方

へアンケート用紙を配布し、個々のご意見を汲み

取れる対応を行っているほか、市ホームページか

らもメールで受け付けているが、今後においても

市民が気軽に意見等を市へ伝えられるよう機会

の充実を図っていきたい。 
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全体 対話の場等で出た意見につ

いての回答も、市民に共有する

のが良いと思う。 

 フォーラム等でいただいた意見等、個人情報を

精査したうえで、市ホームページ等で周知できる

よう検討していく。 

①② ①②が重複している。これま

では市が主導で対話の場を作

ってきたが、市民主体でも作っ

ていけないか。市民発信で希望

のテーマを出してもらう等、企

画段階から関わる様な市民と

の協働ができるのが良い。 

①は基本構想の「大切な考え方２」を施策とし

て行政と市民との対話の重要性について明記し、

②は対話の場だけに限らず広聴の機会の充実に

ついて明記しており、①②を区分している。 

なお、広聴事業の企画段階から市民が参加等に

ついては、仕組みづくりをしていくことで、広聴

事業の充実が図られることから、実施に向けて検

討していきたい。記載方法を一部修正する。 

② あさご未来会議は継続され

るのか。 

  まちづくりフォーラム、ふれあい市長室及びあ

さご未来会議等については、引き続き取り組んで

いく予定である。 

② まちづくりフォーラムとは

何か。 

  市の主要施策をテーマに市民向けに説明を行

い、意見をいただく広聴事業のことであり、旧町

単位や地域自治協議会単位等で実施している。 

② まちづくりフォーラムはテ

ーマが固いイメージがある。地

域自治協議会をとおして出席

依頼があるが、区長が出ている

様な現状がある。広報の充実と

誰もでも参加できるような仕

組みが必要ではないか。 

まちづくりフォーラム等の広聴事業について、

開催方法など分かりやすい周知活動に取り組み、

市民誰でも参加しやすい仕組みが必要と考えて

おり、事業実施段階においては、まちづくりフォ

ーラムに限らず誰もが参加しやすい方法を模索

しながら進めていきたい。 

② 「参加者が一部の市民に限

定」とあるが、開催されている

取組の対象が設定されている

なら、すみわけ等を記載した方

が参加しやすくなるのではな

いか。 

 広聴事業について、市民の誰もが参加しやすい

仕組みづくりを検討しており、計画には、多様な

広聴機会という表現で整理している。事業実施段

階においては、対話テーマの設定や参加対象のす

みわけ等を行いながら進めていきたい。 

③ウ オープンデータは個人情報

には注意しつつ、どう使うかが

大切。活用方法まで市民に伝え

られるといい。活用することで

できる事を教えてもらえると

市民は活用しやすい。 

オープンデータの活用については、指針づくり

等も含め検討が必要と考えている。事業実施段階

において、市民や事業者等が活用しやすいよう周

知も含め工夫していきたい。 
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その他 まちづくりフォーラムの開

催については、議会とコミュニ

ケーションは取られているの

か。 

まちづくりフォーラムの開催テーマ等につい

ては、議会とは情報共有できている。 

 

【32】伝えたいところに届く戦略的な情報発信の推進 

区分 委員意見・質問等 考え方の整理等 

全体 情報発信をする際、市全体で

情報発信を一括する仕組みは

あるのか。 

現在、市として統一的な情報発信ができる仕組

みづくりを進めている。 

② 市民に発信を求めるだけで

なく、市民の発信を朝来市でま

とめて発信する等、アクション

している市民を応援する仕組

みの検討・工夫が必要ではない

か。 

 市民の主体的な活動を紹介することで、活動を

市や市民が応援したり、活動の広がりにつなった

りするよう、市広報紙で「ASAGOiNGな人」を紹介

するなどしているが、今後は、市民等が発信する

情報についても行政が応援できる仕組みづくり

を検討していきたい。 

②イ 「市民の主体的なアクショ

ン」とあるが、具体的にどうい

ったことか。具体例を入れる等

分かりやすい表現にするのが

良いのではないか。 

地域活動等に参画している市民が、朝来市ポー

タルサイト「あさぶら」や SNS等の各種媒体を活

用しながら多様な情報発信に取り組んでいくこ

とを方針としている。分かりやすいように、記載

方法を一部修正する。 

役割分担 事業実施方針とのつながり

が分かりにくい。 

 行政が市民や地域等と情報を共有し、多様な媒

体を活用して情報発信をしていくことにより、協

働のまちづくりを進めるための役割分担と考え

る。②イの事業実施方針で、市民自らまちの動き

について発信をする動きをつくっていこうとし

ていることから、役割分担に追加する。 

施策目標 ③目標値 300件となっている

が、朝来市のケーブルテレビは

全戸加入しているのか。目標値

は件数ではなく割合の方が分

かりやすいのではないか。 

住基世帯を分母にすると加入率は 83％(R3.3

末)である。この加入率には、事業所や企業が含ま

れていない。事業所や企業を含む加入率は、正確

な分母がわからないため算出が困難である。した

がって、③目標値として、住基世帯や事業所等を

含む新規加入者数を採用することとした。 
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その他 定例記者発表のタイトルだ

けでも市の動きがわかる。タイ

トルだけでも市民にも発信し

てもらえると良い。また、見逃

すと後で発掘することが難し

いので、今月の情報一覧等が発

信されると見やすい。 

 今後は、定例記者会見の発表事項について、市

ホームページで周知する仕組みづくりに取り組

むようにする。 

その他 朝来市では CATV のためか、

インターネットの接続の方法

が難しい。民間のように簡単に

ならないのか。 

民間ケーブル局などは、自前でインターネット

事業を行っているが、朝来市では NTTと IRU契約

を結んで、NTT が朝来市の光ケーブルを通して住

民に光インターネットサービスを提供している。

そのため、新規で光インターネットを利用するに

は、まず朝来市 CATV に加入手続きを行い、その

後、NTTにインターネットを申し込む必要がある。

若干加入方法が複雑となってしまうことは避け

られず、簡素化は困難である。 

その他 半年に１回等、市民が広聴・

情報発信の在り方について評

価する仕組みがあると良い。 

 事業実施段階において、モニター制度など、市

民が評価できる仕組みづくりを行う等、広聴・情

報発信の在り方を、適切に、きめ細かに修正して

いく方法を検討したい。 

 


